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論  文  内  容  の  要  旨  
氏  名  （   樋 口  麻 里    ）  
論文題名 精神障がい者の社会的排除の国際比較分析：社会的包摂概念の発展可能性 
論文内容の要旨 
先進各国における医療福祉政策のパラダイム（福祉国家パラダイム）は、恒常的に労働市場への参入が困難な人
々を「施しや扶助の対象」ではなく「社会に必要な構成員」としていかに位置付けるかという問いを保留してき
た。この問いは、福祉国家の「哲学的危機」（Rosanvallon 1995）として、1980年代以降、ヨーロッパを発端とす
る「社会的排除」という言葉で説明される大量の長期失業者の出現により明るみに出た。社会的排除は、経済的困
窮・社会関係の剥奪・シティズンシップの部分的あるいは全体的剥奪といった、多元的要因が重なり合って社会の
周縁へと追いやられる過程と状態の両方を指す「概念地平concept-horizen」（Paugam 1996）である。国内外の議
論では、社会的排除は、グローバル化による雇用の不安定化から発生したとされており、各国の雇用政策に焦点が
当てられており、社会的包摂の実現には労働への参入が前提とされていた。そのため包摂される対象者は、労働に
参入しうるコミュニケーション能力と合理的思考・判断能力を併せ持つ存在として仮定される。では、これらの仮
定を必ずしも満たさない統合失調症者をはじめとする精神障がい者の社会的包摂は、いかにして可能なのか。現在
の社会的排除論では、「社会の中心」への参加資格が誰にどのような条件で付与されるかが、社会のマジョリティ
の価値観に基づいて設定されており、そのため排除論自体が排除を内包する。これは、福祉国家のパラダイムが前
述の「問い」を保留したまま社会的排除論が展開されたために生じている問題である。社会的排除概念における矛
盾と福祉国家パラダイムが保留する「問い」の背景には、労働市場での経済的活動を「社会」への参入条件として
重視する、マジョリティの価値観が不問に付されていることが考えられる。 
社会的排除全体への有効な学術的・政策的アプローチを考えるには、まずこれまで社会的排除論自体が議論の対
象から除外してきた、労働市場への参入が期待されない人々の、社会的排除とその社会的要因を明らかにする必要
がある。それにより、雇用政策に限定されない多様な社会的排除からの脱却、すなわち社会的包摂の模索が可能に
なる。このような人々の事例として、本研究では統合失調症を抱える精神障がい者の人々を主たる対象とした。そ
して、精神障がい者の社会的排除をもたらす社会的要因について、精神障がい者と一般社会、家族、専門職との価
値観の葛藤に焦点を当てた。さらに精神医療制度・歴史の異なるベトナム・日本・フランスと比較することで、西
洋精神医学が普及する先進国（日本・フランス）の特徴として以下の点が明らかになった。 
 精神障がい者の社会的排除をもたらす社会的要因 
1. 社会意識の視点（日越比較）： 『精神保健の知識と理解に関する調査』の2004年日本調査（調査代表者：中
根允文）と2009年同ベトナム調査（調査代表者：植本雅治）のデータを使用し、共分散構造分析（多母集団
同時分析）により精神障がい者に対する社会的受容の意識の規定要因を検討した。その結果、精神障がい者
の社会的入院政策の歴史をもつ日本では、精神障がい者との交流を伴わない医学的知識（理念的知識）が、
精神障がい者に対する「危険視」を強めることを通して、排除意識が強まっていた。西洋精神医学が普及し
ておらず、精神障がい者の社会的入院政策の歴史のないベトナムでは反対に、理念的知識は排除意識を直接
緩和していた。これらの結果から、西洋精神医学の普及と社会的入院政策が結びつく先進国の社会では、啓
蒙活動などによる理念的知識の普及は間接的に排除意識を強めることが示された。 
2. 精神障がい者の視点（日本）：2006年～2007年に精神病院で行った参与観察のデータを用いて、個別具体的
な質的データからより一般性の高い概念を創出するグラウンデッド・セオリー・アプローチにより、精神障
がい者の回復過程を分析した。精神障がい者は、自己受容につながる役割の獲得と健常者との自由な交流を
重視しており、それを可能にする居場所の発見を通して、新たな社会関係を再構築していた。精神障がい者
が望むのは、経済的自立を重視する社会復帰よりも、むしろ他者との関係を取り戻す社会的排除からの脱却
であり、この脱却が「回復」を導いていたが、精神障がい者のこうした希望は、経済的生産性を重視する既
存の「社会復帰」の価値観と葛藤していた。 
3. 家族の視点（日仏比較）：日本とフランス（いずれも都市部）の精神障がい者家族会の会員と、申請者の個
 人的なつなががりから協力を得られた、精神障がい者の親ときょうだいを対象として、家族のケア役割とそ
の動機に関するインタビュー調査を行った。調査実施時期は、日本が2010年～2011年、フランスが2011年～
2012年である。日仏の共通点として、医療や福祉制度によるケアサービスの不足を、子どもの障がいに理解
がある協力的な親が一手に引き受け、家族に過剰なケア負担がかかっていることが明らかになった。日本の
特徴は、家族が血縁主義的価値観から、過剰なケアの引き受けを正当化していたことである。加えて、家族
は結婚や親密な交友関係を築くのに際して、相手側も親族内に精神障害者がいること、すなわち当事者性を
求めており、家族という当事者空間への精神障がい者の過剰な包摂が起こっていた。一方、仏では、医療従
事者が過度に患者の主体性を尊重することが、受診を拒否する精神障がい者のフォーマルなケアシステムか
らの排除をもたらしており、精神障がい者のホームレス化を防ぐ、医療従事者からのケアの代替として家族
はケアを引き受けていた。 
 精神障がい者への社会的包摂の可能性 
社会的包摂を連帯のパラダイムに基づいて実践するフランスのアソシアシオンと、アソシアシオンと連携する公
立の精神医療施設の活動に注目し、フランスで2012年に行った、数種類のアソシアシオンのスタッフへのインタビ
ュー調査のデータを分析した。その結果、精神障がい者に「寄り添う」ことが支援姿勢としてスタッフに共有され
ていることが明らかになった。さらに、スタッフは「寄り添い」の成功を、精神障がい者が労働市場へ再参入する
ことよりかは、精神障がい者が医療福祉の枠組みの外で、社会関係を再構築することと捉えていた。社会関係の再
構築によって、精神障がい者がフランス社会全体の連帯の成員となることが、精神障がい者の「自律性」として位
置づけられていた。スタッフによる「寄り添い」によって、精神障がい者が「自律性」を再獲得する過程におい
て、精神障がい者は社会的に排除された状況から、包摂へと移行する可能性が示唆された。 
本研究は、精神障がい者の社会的排除に焦点を当てることで、従来の労働市場への参入という視点以外から、連
帯のパラダイムの社会的包摂を考察するものである。そして、「社会の進歩」を目指す連帯のパラダイムが、精神
障がい者の脆弱性から生まれるユマニテの機能によって、より包摂的なパラダイムへと発展する可能性があること
を提示する。これは市場と国家から成る従来の福祉国家の体制に、アソシアシオンによってもたらされる非貨幣的
な互酬性という第3の極（サードセクター）を組み込む「連帯経済」の理論への、ユマニテの統合によって行われ
る。連帯のパラダイムの下で、連帯経済という新たな制度が採用されるならば、社会的に排除された精神障がい者
は、アソシアシオンとの間でのケアとユマニテの互酬性によって、非貨幣経済の極へと包摂される。また、ユマニ
テは「全ての人を受け入れる哲学」を提供するため、サードセクターとしてのアソシアシオンの機能の再考を促
し、サードセクターの発展に貢献するであろう。連帯経済においては、サードセクター（非貨幣的経済の極）と、
市場（貨幣経済の極）、そして国家(再分配の極)の3つの極が互い依存しながら協同する。そのため、サードセク
ターの発展は、他の2極との相互作用を通して、社会全体の連帯の形成を促す。 
連帯経済にユマニテの概念を取り入れることで、精神障がい者は社会の有機的連帯の実現に必要な成員として社
会的シティズンシップを承認される。ここに、労働への参入によってのみ付与される、限定的なシティズンシップ
と、精神障がい者の社会的排除概念からの排除といった問題を乗り越え、彼らの社会的包摂を可能とする新たな連
帯のパラダイムの道が開けると期待される。 
 
様 式 7  
論文審査の結果の要旨及び担当者  
氏  名  （     樋 口  麻 里     ）  
論文審査担当者 
 （職） 氏        名 
主 査 
副 査 
副 査 
教授 
教授 
教授 
  川端 亮 
  山中 浩司 
  吉川 徹 
論文審査の結果の要旨 
 本論文は、精神障がい者を事例に、社会から排除されているものを包摂する社会の成立可能性を、質的量的調
査データの分析から探求したものである。 
 第１章では、西洋精神医学が普及した日本を、それらがまだ普及していないベトナムと比較することで、精神
障がい者が社会からどのような存在として認識されているのかを質問紙調査の結果から論じている。分析の結果、
精神障がい者との交流を伴わない西洋精神医学的知識の普及だけでは、間接的に排除意識を高めること、ベトナ
ム戦争のような大きな社会変動は、寛容な意識を高めるという時代の効果を見いだしている。 
 第２章では、日本の精神病院での参与観察の結果から、精神障がい者が社会的入院から地域での健常者と共に
生活する状態へ移行する上での困難と、あるべき姿を描いている。病気に対する否定的認識から、周囲の人たち
に障がいを肯定的に捉えて欲しいという気持ちと葛藤しながら、やがて障がいのある自己を肯定的に受け入れる
までの過程を緻密に分析している。その結果、当事者と医療関係者だけの集団ではなく、「健常者もいる社会」
という考え方を社会全体で共有することが、統合失調症者の回復と社会復帰を促すことになると提案している。 
 「健常者もいる社会」においては、医療関係者のフォーマルなケアシステムではなく、インフォーマルなケア
システムが必要である。それは日仏とも家族が担っている部分が大きい。第３章では、日仏の精神障がい者の家
族に対するインタビューから家族が負うケア役割を比較分析し、疾病観と家族のケアの動機の結びつきは日仏で
大きく異なることが説得的に描かれている。フランスでは、遺伝的要因が関与するとされるストレスに脆弱な資
質を持つ人が、ストレスにさらされて発症することは、個人の責任ではなく、それ故に罹患した個人に対して、
人々は寛容な態度を取り、親の責任はないとする。一方日本では、血縁が重視されるために、発症に遺伝的要因
が関与するという認識は、親は子に対して責任を感じ、家族、とくに母親による無限定なケアを引き受けさせて
いる。しかし個人を重視するフランスの価値観は、主治医は患者の同意を求めるため、家族が症状についての情
報を得られないという問題も生み、またドラッグの使用やホームレス化という問題にもつながっている。 
 第４章では、フランスの精神医療機関と精神医療のケアを提供すアソシアシオンの活動とそのスタッフのケア
の成り立ちを参与観察とインタビューデータによって明らかにしている。フランスの第三セクターであるアソシ
アシオンでは、スタッフの寄り添いのケアによって、患者はそれぞれの自律性を獲得し、一方で脆弱性がユマニ
テをうみ、すべての人を受け入れ、すべての人が主体となる社会の連帯への可能性を指摘している。 
 本論文では、統合失調症者への危険視が彼らの社会的包摂を阻む大きな原因の一つであるが、それはベトナム
戦争の影響からもわかるように、変えられないものではないこと、医療者による心理教育によって、家族への過
大な責任が避けられること、血縁主義と個人主義というそれぞれの伝統文化と医療的見解の融合がもたらす疾病
観の影響などの指摘が注目され、さらに全体としても、国家による福祉と市場による制約という現代社会の中で、
ユマニテによる互酬性のような非経済的価値が働く第３極が国家や市場と協働することで、障がい者の社会から
の排除という問題を乗り越え、障がい者を社会的に包摂する道が開けるのではないかと主張しており、丁寧なデ
ータ分析に基づき、障がい者に対する社会的排除へ有効な学術的、政策的知見が得られている。 
以上より、本論文は、博士（人間科学）の学位授与にふさわしいと判断された。 
 
